






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　米国Leegin事件最高裁判決（551 U.S. 877 （2007））は、小売店カルテルに主導さ
れた再販売価格拘束が反トラスト法違反となり得るとしている（対象ブランドに係
るブランド内競争制限をもって反競争性を認めているようにも読める）が、その具
体例として複数ブランドに係る小売店カルテルを例示している（ブランド間競争に
対する弊害を要求しているようにも読める。）。いずれにしても、これらの点に関す
る最近の米国反トラスト法事例を整理した上で、GL総論の枠組みとの整合性を検討
する必要がある。今後の課題としたい。
（40）　根岸哲「独占禁止法における現代的諸論点」（公正取引810号３頁、４頁）
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体化した階層での判断枠組み）を示したものと捉えることである。
この理解によれば、例えば、再販売価格拘束は、行為それ自体を
もって「原則として…違法となる」旨を推定される（特段の事情
がない限り、ブランド内競争・ブランド間競争による牽制力等の
検討を要しない）ことになる。
　　  　しかし、販売方法の制限に関する「それなりの合理的な理由が
認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が課せられ
ている」との記載は、それ自体としては判断枠組みとして機能し
ない（このことは、前記花王化粧品最高裁判決に関して述べたと
おりである。）。そうであれば、各行為類型に関する記載を、GL総
論の枠組みをより具体化した個別の判断枠組みと理解すべきでは
ないであろう。
（３） 　各行為類型に関する記載は、GL総論の枠組みを各行為類型に適
用した結果を踏まえて、弊害要件に該当する傾向性を記載したも
ので、そのことで各行為類型のリスクを表示したものと理解され
得る。例えば、以下のような整理ができる。
　　 α ）　再販売価格維持／価格に関する広告・表示方法の制限にGL
総論の枠組みを適用した場合、通常、それらが強い反競争性を
有すること・効率性向上によるブランド間競争促進によって正
当化されないことから、「原則として…違法となる」との結果を
記載している（そのことで、それら制限のリスクが高いことを
表示している。）。
　　 β ）　責任地域制及び販売拠点制にGL総論の枠組みを適用した場
合、それらの内容がブランド内競争を弱い程度に制限するに
とどまる（その反競争性が弱い）こと・ブランド間競争促進が
あり得ることから弊害要件に該当しないとの判断に至ることか
ら、「通常、・・・違法とはならない」旨を記載している（その
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ことで、それら制限のリスクが低いことを表示している。）。
　 　γ ）　販売方法の制限／選択的流通にGL総論の枠組みを適用した
場合、重要な競争変数を直接に制限しない（その反競争性が弱
い）こと・ブランド間競争促進があり得ることから弊害要件を
該当しないとの判断に至ることから「それなりの合理的な理由
が認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が課せ
られている場合…それ自体は独占禁止法上問題となるものでは
ない」旨を記載している（そのことで、それら制限のリスクが
低いことを表示している。）。
　　  　これらの類型的判断の実質的な当否（特に販売方法の制限／選
択的流通の反競争性を類型的に弱いと前提することの当否）をさ
ておき、このように理解すれば、GL総論の枠組みと各行為類型に
関する記載は、概ね整合したものと捉えられる。
（４） 　この理解は、若干の実践的意義を有する。すなわち、垂直制限に
ついて、行為類型の如何を問わずGL総論の枠組みを適用すべきこ
とになる。この場合、垂直制限が各行為類型のいずれに該当するか
を判断した上で、該当する行為類型に係るGLの記載（「原則として
…違法となる」「通常、・・・違法とはならない」「それなりの合理
的な理由が認められ、かつ、他の小売業者に対しても同等の条件が
課せられている場合…それ自体は独占禁止法上問題となるものでは
ない」などの記載）を判断枠組みとすべきでないことになる（41）。
（41）　根岸・前掲５頁は、「…いずれの場合も（３）に統一するシンプルな基準（引用者
注：市場の画定を要する一般的な枠組み）とするのが体系的整合性の観点から合理
性が認められるように思える」とされる。
　　　白石・独占禁止法は、「・・・実際には同じ弊害要件が妥当し、ただ、実際にはそ
れが満たされやすいと扱われるだけであって、そのことを指して原則違反と呼んで
いる・・・」（407頁）とされる。
　　　佐久間・ガイドラインは、各行為類型を「公正な競争を阻害するおそれが生じる
可能性が小さいものから大きい順に」整理している（66頁）。この整理は、GL総論
の枠組みが垂直制限（価格制限を含む）一般に適用されること、その結果、行為類
型によって弊害要件該当性の傾向性が異なることを示唆している。
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４　個別事例（違反事件・相談事例）での判断枠組み
 　以下では、公取委の違反事件・相談事例において、行為類型の如何を問
わずGL総論の枠組みが適用されていること、又はそのような説明が可能
であることを示したい。最初に非価格制限（販売方法の制限）に係る相談
事例を取り上げ、次にGLが「原則として…違法となる」「原則として公正
な競争を阻害するおそれ」があるとする再販売価格維持及び価格に関する
広告・表示の制限に該当する事例を検討する（42）。
　（１）非価格制限の弊害要件該当性判断
ア 　非価格制限に関する違反事件事例が乏しいため、相談事例を取り上
げる。以下では、平成26年度相談事例⑤及び同事例⑥／平成23年度
相談事例②及び同事例①をそれぞれ対比しつつ整理・検討する。
　 　いずれの相談事例も、販売方法の制限に係るものであり、販売方法
の制限に係る記載（「合理的な理由」・「同等の条件」）を用いた説明が
与えられている（明示では、GL総論の枠組みに基づき判断されてい
ない。）。しかし、それらについても、GL総論の枠組みで理解できる。
イ 　平成26年度相談事例⑤（電子機器メーカーによる対面での説明の義
務付け／ネット販売の禁止）において、相談者の対象ブランドが有力
（上位３位以内）であり、「メーカー間で製品が差別化されている」こ
とが認定されている。これによれば、ブランド間競争が十分に機能し
ない状況であったことが推測される。そして、商品の説明義務（ネッ
ト販売の禁止）が「全ての小売業者に対して」課せられること、ネッ
ト販売で「店舗よりも安い価格」が設定されていたこと（ネット販売
がブランド内の牽制力であったこと）から、ブランド内競争制限（反
競争性）の程度が強かったと推測し得る。また、消費者から操作方法
（42）　垂直制限に係る違反事件・相談事例においては、一般に、垂直制限を採用するに
至った経緯に係る事実が認定されている。これら事実は、反競争性判断・正当化理
由判断に係る考慮要因と考えられる。しかし、GLは、これらについて言及していな
い。本稿も、これら事実を取り上げない。
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に関する問い合わせがほとんど寄せられていなかったこと、ネット販
売の価格に関する苦情が契機になったことを踏まえれば、効率性向上
（商品説明）によるブランド間競争促進が生じない（正当化理由が弱い）
とみられる。このように、反競争性の程度が強く正当化理由が弱いこ
とから、独占禁止法上問題となるとの結論に至ったと理解される（43）。
　 　他方、同年度相談事例⑥（機械製品メーカーによる新商品の機能の
説明の義務付け）において、相談者の対象ブランドが有力（シェア約
40％・第１位）であるものの差別化等が認定されていない（複数の
競争メーカーが存在することが認定されている）こと・制限の内容が
ネット販売を直ちに禁止するものでないことから、ブランド間競争・
ブランド内競争の余地があり反競争性がなかったとみられる。効率性
向上に基づく正当化の可能性が具体的に検討されていない（新商品を
対象とすることが商品説明の必要性を推測させるにとどまる）が、反
競争性がなかったことを踏まえれば、独占禁止法上問題となるもので
はないとの結論に至るであろう（44）。
ウ 　平成23年度相談事例②（医薬品メーカーによる対面での販売の義
務付け／通信販売の制限）においては、相談者の対象ブランドのシェ
アが約90％であったことから、その他ブンドの競争能力が小さくて
ブランド間競争が十分に機能しない状況であったことが推測される。
そして、「通信販売においては、店舗販売に比べて相当程度低い価格
で販売されている」こと（通信販売がブランド内の強い牽制力であっ
たこと）から、通信販売の制限によるブランド内競争制限（反競争
性）の程度が強かったと推測し得る。また、商品説明をしない店舗に
対する出荷停止措置がないこと、通信販売の禁止以外の方法で商品説
明が可能であることを踏まえれば、制限の必要性が疑わしく正当化理
由が弱いとみられる。このように、反競争性の程度が強く正当化理由
（43）　公取委「独占禁止法に関する相談事例集（平成26年度）」（平成27年６月）13頁
（44）　同事例集15頁
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が弱いことから、独占禁止法上問題となるとの結論に至ったと理解さ
れる（45）。
　 　他方、同年度相談事例①（医療機器メーカーによる通信販売の制限）
において、相談者の対象ブランドのシェアが約５％であったが、差別
化（消費者の指名買い）が存在したことから、ブランド間競争が十分
に機能しない状況を推測し得る。しかし、店舗販売で「相当程度低い
価格で販売している者」がいることから、通信販売が制限されてもブ
ランド内競争（ブランド内の牽制力）が機能する余地があった。これ
らから反競争性が弱かったと推測される。さらに、商品（医療機器）
の調整が信頼の維持のために必要であったこと、通信販売では消費者
の体の状態を計測できず調整が困難であったこと、消費者が販売時の
調整を必要としない場合に通信販売を制限しないことから、効率性向
上（信頼維持）によるブランド間競争促進のために必要・相当な手段
である（正当化理由がある）とみられる。このように、反競争性の程
度が弱く、正当化理由の程度が強いことを踏まえれば、弊害要件該当
性が否定され、独占禁止法上問題となるものではないとの結論に至る
であろう（46）。
エ 　以上のとおり、非価格制限に係る相談事例では、明示されないもの
の、GL総論の枠組みに沿って、ブランド間・ブランド内の牽制力の
観点から反競争性が判断され、効率性向上によるブランド間競争促進
の観点から正当化理由が判断され、それらが比較衡量されて弊害要件
該当性判断が行われている、又はそのように説明できる（その結果を
「合理的な理由」・「同等の条件」との文言を用いて説明していると理
解され得る。）。
（45）　公取委「独占禁止法に関する相談事例集（平成23年度）」（平成24年７月）４頁
（46）　同事例集１頁
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　（２） 再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示制限の弊害要件該当
性判断
ア 　GLは、再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示制限を「原則
として…違法となる」としている（GL第１部第１・１（１）及び同
第２・６（３））。以下では、除草剤再販売価格拘束事件（47）及びコン
タクトレンズ価格表示制限事件（48）について、GL総論の枠組みに沿っ
て理解・説明したい。
イ 　除草剤再販売価格拘束事件において、対象ブランドについて、その
知名度が高く、消費者の指名買いの対象になっていたことが認定され
ている。これによれば、ブランド間競争が十分に機能しない状況で
あったとみられる（49）。また、同事件において、多様な販売ルートのう
ち一部取引先（ホームセンター）に対する制限のみが認定されたとこ
ろ、担当官解説は、「一般消費者は…ホームセンターで購入すること
が多い」「ホームセンターにおける小売価格を拘束することにより、
当該商品の価格の維持はおおむね達成されていたのではないか」旨説
明する（50）。このことは、ホームセンター以外の販売ルートがブランド
内の牽制力として機能しなかったことを前提として、ホームセンター
に対する制限のみでブランド内競争制限が生じ得たことを示している
（47）　除草剤再販売価格拘束事件・公取委平成18年５月22日排除措置命令（審決集53巻
869頁）
（48）　コンタクトレンズ価格表示制限事件・公取委平成22年12月１日排除措置命令（審
決集57巻（２）50頁）
（49）　その他再販売価格拘束に係る違反事件は、対象ブランドについて、消費者の認知
度・人気が高いこと、消費者が指名買いすること、大きい市場シェアを有すること
等を認定しており、ブランド間競争が十分に機能しない状況を前提としている。こ
れら事実は、行為要件＝「拘束」性を基礎づける事実と理解されることが多いが、
併せてブランド間競争が十分に機能しない状況を推定させるものである。
　　　天田弘人前掲（注36）は、再販売価格拘束事例について「他のブランドへの乗り
換えが起きにくい市場」が前提となっていると理解している（161頁）。
（50）　甲田健「日産化学工業株式会社による除草剤の再販売価格拘束事件について」（公
正取引673号68頁、71頁）
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（少なくとも、担当審査官は、このような問題意識で審査したことを
示す。）（51）。すなわち、同事件は、ブランド間競争が十分に機能しない
状況を前提としてブランド内競争制限が生じたことをもって反競争性
とする枠組みに沿った事実を認定している（52）。
　 　同事件排除措置命令書及びその担当官解説は、正当化理由判断に係
る記載をしていない。しかし、その他事件に係る担当官解説によれ
ば、再販売価格拘束事件で正当化理由判断が行われることがある。
例えば、キャンプ用品に係る再販売価格拘束事件の担当官解説は、
「…本件ではフリーライド問題の解消（のために）…本件行為を行っ
ていたという実態にはなかったものと判断された」としている（53）。ま
（51）　白石忠志「経済法事例集」（有斐閣、2017年）は、除草剤再販売価格拘束事件に
ついて「担当審査官解説が、『原則違法』と決めつけず、価格維持効果の成否を丁寧
に論じている点が、興味深い」とされる（238頁）。
　　　なお、再販売価格拘束等に係る違反事件のほとんどで、制限の対象となる取引先
が広範又は重要であること（その結果、制限対象とならない取引先からのブランド
内の牽制力が十分に機能しないこと）が前提とされている。例えば、スポーツシュー
ズ再販売価格維持事件・公取委平成10年７月28日勧告審決（審決集45巻30頁）では、
キーアカウントに対する制限が認定されている（それ以外の一般小売店に対する制
限がない）ところ、キーアカウントがトップモデル製品の販売・納期で有利であっ
たことが認定されており、このことからそれ以外の一般小売店を通じた販売ルート
がブランド内で十分な牽制力とならなかったことが推測される。また、天田弘人前
掲（注36）は、資生堂事件（公取委平成７年11月30日同意審決・審決集42巻97頁）を、
「拘束の対象となる販売業者が少数であっても、他の販売業者の価格設定に影響を及
ぼす力を有する者を拘束する場合には、公正競争阻害性が認められる」事例として
紹介している（160頁）。
（52）　最近の再販売価格拘束事件は、現に価格維持効果が生じたこと（「希望小売価格
で・・・販売している」などの事実）を認定している。価格維持効果が生じたこと
は、反競争性（対象ブランドに係る市場支配力の形成等）を基礎づける事実となる。
GLは、現に価格が引き上げられた又は維持されたことを反競争性判断の考慮要因と
して挙げていない（むしろ、「具体的に上記のような状態（引用者注：対象ブランド
に係る市場支配状態）が発生することを要するものではない」旨を確認している（GL
第１部３（２）イ）。これは、実際の価格動向等が要件事実とされることを懸念した
もので、それらを反競争性判断で考慮し得ることを否定していないであろう。
（53）　キャンプ用品再販売価格拘束事件・公取委平成28年６月15日排除措置命令（審決
集63巻133頁）
　　　深町正徳・小菅敦「コールマンジャパン株式会社による再販売価格の拘束事件に
ついて」（公正取引798号62頁、65頁）
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た、トーニングシューズに係る再販売価格拘束事件の担当官解説は、
「仮に、製品間におけるブランド間競争の促進効果を考慮するとして
も・・・本件行為によって生じた競争制限効果を上回るような競争促
進効果があったとは認められない」としている（54）。
ウ 　コンタクトレンズ価格表示制限事件においては、対象ブランドにつ
いて「業界第１位を占めており、第２位以下を大きく引き離している」
こと、「一般消費者の間において高い評価が得られており、指名して
購入する一般消費者が多いこと」が認定されている。これによれば、
ブランド間競争が十分に機能しない状況であったとみられる。また、
担当官解説は、制限対象とならなかった商品・販売ルート（「卸売業
者を経由するケース」）が存在したところ、制限対象となった商品が
有力であったこと・制限対象とならなかった販売ルートが「取引量が
少量の小売業者との取引がほとんど」であったことを示しており（55）、
本件事件は、それらがブランド内の牽制力として十分に機能しなかっ
た（このため、制限対象となった商品・販売ルートの制限をもってブ
ランド内競争を制限し得た）と捉えたとみられる。このように、同事
件は、ブランド間競争が十分に機能しない状況を前提としてブランド
内競争制限が生じたことをもって反競争性とする枠組みに沿った事実
を認定している（56）。
　 　また、同事件排除措置命令書は、正当化理由判断に係る記載をして
いないが、その担当官解説は、「…当該行為は価格以外の側面も含め
（54）　トーニングシューズ再販売価格拘束事件・公取委平成24年３月２日排除措置命令
（審決集58巻（１）284頁）
　　　福田秀一郎・川口真樹「アディダスジャパン株式会社による再販売価格の拘束事
件について」（公正取引741号63頁、67頁）
（55）　大胡勝・稲田和成・山下剛「ジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社に対する
排除措置命令について」（公正取引727号91頁）
　　　なお、同担当官解説によれば、制限対象とならなかったルートとして通信販売が
存在したところ、通信販売の重要性（ブランド内の牽制力としての程度）に係る事
実が認定されていないようである（91‐92頁）。
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て特段消費者の利益を向上させるものではなく、その他特別な競争を
促進させる事実も認められていない。…仮にブランド間競争の側面か
らみたとしても、本件の行為によって生じる競争制限効果を上回るよ
うな競争促進効果は認められないもの」としている（57）。
エ 　以上のとおり、最近の再販売価格拘束及び価格に関する広告・表示
の制限に係る違反事件は、ブランド間競争が十分に機能しない状況で
あったこと、ブランド内競争を減少・消滅させたことを認定し、これ
らに基づいて反競争性判断を行っている。また、担当官は、ブランド
内競争制限とブランド間競争促進を比較衡量して正当化理由の有無を
判断するとの問題意識をもって審査を行っている。
　 　このような理解によれば、それらは、GL総論の枠組みに沿って判
断されていると説明され得る。
５　今後の課題等
　（１）一般的な枠組みとの整合性の意義
 　本稿は、GL総論の枠組みが一般的な枠組みと整合的であり、公取委
の法適用がGL総論の枠組みに沿っていることを指摘した。しかし、こ
のことは、独占禁止法に係る現在の実務に対して直接的又は有意な変更
等をもたらすものではない。それでは、このような整合性の確保は、ど
のような意義を有するであろうか。
 　本稿は、整合性それ自体にいわば体系的な美しさを求めるものではな
（56）　本件事件では、実際の販売価格が引き上げられた又は維持されたとの事実が認定
されず、販売価格の表示が行われなくなった旨の認定がなされている。前記注５の
とおり、GLの「価格維持効果」は、特定事業者が価格以外の競争変数（数量、品質、
技術等）をその意思である程度自由に左右できることも含まれる（「価格」は、多様
な競争変数の代表例として挙げられている。）。そうであれば、販売価格の表示が行
われなくなったとの事実は、違反行為主体がその意思である程度自由に競争変数（重
要な競争手段である価格表示・広告の在り方）を左右し得たこと（反競争性）を基
礎づける事実となる（併せて前注52参照）。
（57）　大胡勝・稲田和成・山下剛前掲（注55）95頁
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い。整合性は、独占禁止法の普遍化可能な規範性・予見可能性の確保、
ひいては同法・その適用に対する信頼の確保のために必須である。この
ことは、法律一般に妥当するであろうが、独占禁止法においてより強く
意識されるべきである。この点について、今後、改めて整理・検討する
こととしたい。
　（２）新たな経済事象に対する独占禁止法の対応
 　独占禁止法は経済事象を対象とし、経済事象は著しく変化し得る。こ
のため、同法・その適用は、新たな経済事象に適切に・迅速に対応しな
ければならない（その例としては、デジタル・プラットフォーム化に伴
う諸問題とそれに対する独占禁止法の対応を挙げることができる。）。
 　そのような状況を踏まえて、今後、本稿で整理・検討したGL総論の
枠組みがそれらに十分対応し得るか否かを検討しなければならないであ
ろう。この際、事例対応・問題解決は、その結果の個別・具体的妥当性
を確保しつつ、GL総論の枠組み・一般的な枠組みに包摂されるもので
あることを要する。仮に現行の枠組みで対応できなければ、新たな枠組
みの構築を模索することになる（新たな枠組みは、より抽象度が高い階
層で、現行の枠組みと整合的なものでなければならない。）。
（帝京大学法学部教授）
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